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(57)【要約】
【課題】液状体を封入して収容する液状体容器において
、製造をより簡便にするとともに、立てて置いた際の液
状体容器の下端部の膨らみを抑制する。
【解決手段】液状体ＬＱを封入して収容するための液状
体容器は、複数の層を積層したラミネートフィルムとし
て構成された平面状の２枚のフィルムを備えている。こ
の液状体容器では、２枚のフィルムの周縁部において２
枚のフィルムが接合された端部接合部１１～１４と、そ
の端部接合部１１～１４の内側において２枚のフィルム
が接合され、２枚のフィルムに平行な面に沿った第１の
方向に伸びる中間接合部１５とが形成されている。また
、この液状体容器では、接合されていない２枚のフィル
ムにより形成され、液状体ＬＱを収容する液状体収容部
１９が、第１の方向に直交する第２の方向において中間
接合部１５により分断されている。
【選択図】図１
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【特許請求の範囲】
【請求項１】
　液状体を封入して収容するための液状体容器であって、
　複数の層を積層したラミネートフィルムとして構成された平面状の２枚のフィルムを備
え、
　前記２枚のフィルムの周縁部において前記２枚のフィルムが接合された端部接合部と、
前記端部接合部の内側において前記２枚のフィルムが接合され、前記２枚のフィルムに平
行な面に沿った第１の方向に伸びる中間接合部と、が形成されており、
　接合されていない前記２枚のフィルムにより形成された、前記液状体を収容する液状体
収容部は、前記第１の方向に直交する第２の方向において、前記中間接合部により分断さ
れている、
　液状体容器。
【請求項２】
　前記ラミネートフィルムは、ポリアミドを含むポリアミド層を２層以上含んでいる、請
求項１に記載の液状体容器。
【請求項３】
　前記中間接合部は、前記第１の方向の両端の少なくとも一方が前記端部接合部に接続さ
れていない、請求項１または２に記載の液状体容器。
【請求項４】
　前記中間接合部は、前記第１の方向の両端が前記端部接合部に接続されている、請求項
１または２に記載の液状体容器。
【請求項５】
　前記液状体収容部は、略円柱状となるように形成されている、請求項１～４のいずれか
に記載の液状体容器。
【請求項６】
　請求項１～５のいずれかに記載の液状体容器に前記液状体を収容した、液状体パック。
【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　本発明は、液状体を封入して収容する液状体容器および液状体容器に液状体を収容した
液状体パックに関する。
【背景技術】
【０００２】
　飲料水や酒類などの飲料は、その味や風味をより良好にするため、それぞれの飲料の適
温で供されるのが好ましい。しかしながら、夏場等の高温の環境下では、飲料の温度が適
温を超え、提供時において飲料の味や風味が損なわれる可能性がある。また、ワイン等の
常温よりも適温が低い飲料では、通常、適温まで冷却されて提供されるが、提供までの時
間を短縮するため、飲料を速やかに冷却することが求められる。なお、飲料の温度は、飲
料そのものに氷を投入して低下させることができるが、氷が溶けることにより飲料が薄ま
り、飲料の味が損なわれる虞がある。また、飲料が収容された飲料容器を氷水に装入して
飲料を冷却することも行われているが、この場合、飲料容器に付着した水により、周囲を
濡らしてしまう虞がある。
【０００３】
　そこで、保冷剤等を容器に収容したパックを飲料容器に取り付けることにより、飲料容
器を濡らすことなく冷却することが種々提案されている。例えば、特許文献１では、防水
性のシートを筒状にしたものの中に保冷剤を入れてその端を密封した袋を複数用意し、袋
の端の一部を伸縮性のある帯で連結した保冷剤入りバンドが提案されている。しかしなが
ら、この保冷剤入りバンドは、保冷剤を密封した袋を用意した上で袋を連結することで製
造されるため、その製造工程が複雑になる。
【０００４】
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　また、製造工程の簡略化が可能な技術も種々提案されている。例えば、特許文献２では
、深絞り成型容器である収容部に蓄熱材を充填し、収容部を蓋材により閉塞する蓄熱パッ
クが提案されている。この蓄熱パックは、収容部が深絞りにより成形されるとともに、収
容部のフランジ部に蓋材を接合することにより製造することができるため、特許文献１の
保冷剤入りバンドよりも製造工程が簡略化される。
【先行技術文献】
【特許文献】
【０００５】
【特許文献１】実開平４－４５２６７号公報
【特許文献２】特開２０１７－７７９２５号公報
【発明の概要】
【発明が解決しようとする課題】
【０００６】
　しかしながら、上記特許文献２の如き蓄熱パックであっても、蓄熱パックの製造工程は
、未だ十分に簡便であるとは云えない。さらに、特許文献１の如き保冷剤入りバンドや特
許文献２の如き蓄熱パックでは、それらを立てて置いた場合、収容された保冷剤や蓄熱材
が重力によって下方に集まり、袋や収容部の下端部が膨らむ可能性がある。このように、
袋や収容部の下端部が膨らむと、袋や収容部の上端部で冷却効果が減弱する虞がある。こ
の問題は、冷却効果をもたらす保冷剤や蓄熱材を収容した容器に限らず、緩衝効果をもた
らすゲル等の液状体を収容する容器（液状体容器）や、その液状体容器に液状体を収容し
た液状体パックに共通する。
【０００７】
　本発明の目的は、上記液状体容器や液状体パックの問題点を解消し、製造がより簡便で
、立てて置いた際の下端部の膨らみが抑制される液状体容器や液状体パックを提供するこ
とにある。
【課題を解決するための手段】
【０００８】
　本発明のうち、請求項１に記載の発明は、液状体を封入して収容するための液状体容器
であって、複数の層を積層したラミネートフィルムとして構成された平面状の２枚のフィ
ルムを備え、前記２枚のフィルムの周縁部において前記２枚のフィルムが接合された端部
接合部と、前記端部接合部の内側において前記２枚のフィルムが接合され、前記２枚のフ
ィルムに平行な面に沿った第１の方向に伸びる中間接合部と、が形成されており、接合さ
れていない前記２枚のフィルムにより形成された、前記液状体を収容する液状体収容部は
、前記第１の方向に直交する第２の方向において、前記中間接合部により分断されている
ことを特徴とする。
【０００９】
　請求項２に記載の発明は、請求項１に記載の発明において、前記ラミネートフィルムが
、ポリアミドを含むポリアミド層を２層以上含んでいることを特徴とする。
【００１０】
　請求項３に記載の発明は、請求項１または２に記載の発明において、前記中間接合部が
、前記第１の方向の両端の少なくとも一方が前記端部接合部に接続されていないことを特
徴とする。
【００１１】
　請求項４に記載の発明は、請求項１または２に記載の発明において、前記中間接合部が
、前記第１の方向の両端が前記端部接合部に接続されていることを特徴とする。
【００１２】
　請求項５に記載の発明は、請求項１～４のいずれかに記載の発明において、前記液状体
収容部が、略円柱状となるように形成されていることを特徴とする。
【００１３】
　なお、本発明は、種々の態様で実現することが可能である。例えば、液状体を封入して
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収容するための液状体容器、その液状体容器に液状体を封入した液状体パック、保冷機能
や冷却機能を発現させるための液状体を封入した保冷材や冷却材、緩衝機能を発現させる
ための液状体を封入した緩衝材、あるいは、それらを製造するための製造方法等の態様で
実現することができる。
【発明の効果】
【００１４】
　請求項１に係る液状体容器によれば、深絞り等の工程を経ることなく液状体が収容され
る液状体収容部を形成できるので、液状体容器および液状体容器に液状体を封入した液状
体パックの製造がより簡便となる。また、第１の方向に伸びる中間接合部を設け、その中
間接合部により、第１の方向に直交する第２の方向において液状体を収容する液状体収容
部を分断している。そのため、第１の方向を上下方向にして液状体パックを立てて置いた
際の液状体収容部の下端部の膨らみを抑制することができる。
【００１５】
　請求項２に係る液状体容器によれば、液状体収容部を形成するラミネートフィルムの強
度を十分に高くすることができるので、液状体収容部の変形がより確実に抑制される。そ
のため、液状体収容部の下端部の膨らみをより確実に抑制することができる。
【００１６】
　請求項３に係る液状体容器によれば、中間接合部の第１の方向の両端の少なくとも一方
が端部接合部に接続されていないので、接続されていない部分を介して液状体を移動させ
ることができる。そのため、液状体容器に収容された液状体の偏在を抑制し、液状体容器
や液状体パックの全体の厚さを略均一にすることが容易となる。
【００１７】
　請求項４に係る液状体容器によれば、中間接合部の第１の方向の両端が端部接合部に接
続されているので、分断された液状体収容部３９が互いに隔絶されている。そのため、隣
接する液状体収容部間において、液状体の移動が阻止されるので、液状体容器や液状体パ
ックをフィルムの積層方向に圧縮する力が不均一に加わった場合においても、液状体容器
や液状体パックの全体の厚さを略均一に保つことができる。
【００１８】
　請求項５に係る液状体容器によれば、液状体収容部を略円柱状とすることで、液状体収
容部を変形させるのに要する力をより強くすることができる。そのため、さらに確実に、
液状体収容部の下端部の膨らみを抑制することができる。
【図面の簡単な説明】
【００１９】
【図１】本発明の第１実施形態としての液状体パックの構成を示す説明図である。
【図２】第１実施形態の液状体パックを製造する工程を示す工程図である。
【図３】第１実施形態の液状体パックにより実現される効果を説明する説明図である。
【図４】第２実施形態としての液状体パックの構成を示す説明図である。
【図５】第３実施形態としての液状体パックの構成を示す説明図である。
【発明を実施するための形態】
【００２０】
　以下、本発明に係る液状体パックの実施形態について図面に基づいて詳細に説明する。
【００２１】
＜液状体パックの構成（第１実施形態）＞
　図１は、本発明の第１実施形態としての液状体パック１０の構成を示す説明図である。
図１（ａ）は、液状体パック１０を正面から見た様子を示し、図１（ｂ）および図１（ｃ
）は、それぞれ、図１（ａ）の紙面に垂直なＡ－Ａ’断面およびＢ－Ｂ’断面で液状体パ
ック１０を切断した様子を示している。
【００２２】
　液状体パック１０は、液状体ＬＱをその内部に封入した状態で収容している。そして、
この液状体パック１０を対象物に取り付けることにより、液状体パック１０は、対象物を
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保冷あるいは冷却する機能等の、液状体ＬＱの特性によって決定される種々の機能を発現
する。一般的に、液状体ＬＱとしては、液体あるいは液体に類する流動性があれば良く、
保冷機能あるいは冷却機能を発現させるための液体やゲル、緩衝機能を発現させるための
ゲル等が液状体パック１０に収容される。
【００２３】
　なお、この液状体パック１０は、通常、図１（ａ）の紙面における上方が鉛直上方とな
るように立てて使用される。そのため、以下の説明では、図１（ａ）の紙面における上方
を「上」あるいは「上方」とも謂い、下方を「下」あるいは「下方」とも謂う。また、以
下の説明では、便宜上、図１（ａ）の紙面における右方を「右」あるいは「右方」とも謂
い、左方を「左」あるいは「左方」とも謂う。
【００２４】
　図１に示す液状体パック１０は、２枚の矩形形状のフィルム（後述する）を重ね合わせ
ることによりに形成されている。液状体パック１０には、その矩形形状の四辺に対応する
４つの端部（すなわち、フィルムの周縁部）において２枚のフィルムが接合された端部接
合部１１～１４が設けられている。なお、図１（ａ）から分かるように、上下の端部接合
部１１，１２は、フィルムの矩形形状の対向する一方の二辺に対応する端部に形成されて
おり、左右の端部接合部１３，１４は、矩形形状の他方の二辺に対応する端部に形成され
ている。
【００２５】
　液状体パック１０には、また、上下の端部接合部１１，１２の中間において、フィルム
が接合された中間接合部１５が２つ設けられている。これらの中間接合部１５は、図１（
ａ）に示すように、左右の端部接合部１３，１４に平行な方向（上下方向）に伸びるよう
に形成されている。また、中間接合部１５は、上下の端部接合部１１，１２に接続されな
いように形成されている。なお、図１（ａ）から分かるように、中間接合部１５は、端部
接合部１１～１４の内側に形成されている。
【００２６】
　このように端部接合部１１～１４と中間接合部１５とが形成された液状体パック１０に
は、フィルムが接合されていない非接合部１６が形成される。この非接合部１６において
、２枚のフィルムは、外部から隔絶された空間（液状体収容部）１９を形成する。そのた
め、図１（ｂ）および図１（ｃ）に示すように、液状体ＬＱを液状体収容部１９に収容す
ることにより、液状体ＬＱは、液状体パック１０に封入される。
【００２７】
　また、第１実施形態の液状体パック１０では、図１（ｂ）に示すように、上下方向にお
いて中間接合部１５が設けられている範囲において、液状体ＬＱが収容される液状体収容
部１９（非接合部１６）は、左右方向において３つに分断された状態となる。すなわち、
液状体収容部１９は、中間接合部１５の伸びる方向（上下方向）に直交するな方向（左右
方向）において、中間接合部１５により分断された状態となっている。
【００２８】
　なお、図１の例では、２つの中間接合部１５を設けているが、中間接合部の数は、１以
上の任意の数とすることができる。但し、中間接合部の数を増加させると、液状体パック
に収容可能な液状体の量が減少する。中間接合部の数は、このような特性を考慮して適宜
（例えば、１～６に）設定される。
【００２９】
　また、中間接合部の左右方向の幅（以下、単に「幅」とも謂う）は、液状体パックに収
容される液状体ＬＱの量を増加させることが可能となる点で狭くする方が好ましいが、過
度に狭くすると中間接合部におけるフィルムの接合強度が低下する。中間接合部の幅は、
このような特性を考慮して適宜（通常、左右の端部接合部の幅と同程度から１／２程度に
）設定される。中間接合部の左右方向における配置は、通常、左右方向において分断され
た非接合部の幅が略等間隔となるように設定される。中間接合部の上下方向の長さ（以下
、単に「長さ」とも謂う）や配置については、後述する。
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【００３０】
＜液状体パックの製造方法＞
　図２は、第１実施形態の液状体パック１０を製造する工程を示す工程図である。この工
程においては、まず、図２（ａ）に示すように、２枚のラミネートフィルム９１（フィル
ム）を重ね合わせる。ラミネートフィルム９１としては、複数の層を積層した種々のラミ
ネートフィルムを使用することが可能であるが、ラミネートフィルム９１の強度を高くす
るため、ナイロン等のポリアミドを含むポリアミド層を２層以上含むラミネートフィルム
を使用するのが好ましい。
【００３１】
　なお、ラミネートフィルム９１の強度をより高くするため、ラミネートフィルム９１と
しては、２層のポリアミド層の間に、アルミニウム等の金属を含む金属層を設けたものを
使用するのがより好ましい。また、２枚のラミネートフィルム９１の接合をより容易とす
るため、ラミネートフィルム９１の対向する面には、直鎖状低密度ポリエチレン（ＬＬＤ
ＰＥ：Linear Low Density Polyethylene）等の低融点の熱可塑性樹脂からなる低融点樹
脂層を設けるのがより好ましい。
【００３２】
　さらに好ましくは、ラミネートフィルム９１は、２０～３０μｍのナイロン層、３～１
２μｍのアルミニウム層、２０～３０μｍのナイロン層および８０～１２０μｍのＬＬＤ
ＰＥ層をこの順に積層して構成される。このようにすれば、ラミネートフィルム９１の強
度を十分に高くつつ、ラミネートフィルムの接合をより容易にすることができる。
【００３３】
　ラミネートフィルム９１を重ね合わせた後、図２（ｂ）に示すように、重ね合わされた
ラミネートフィルム９１に、下側の端部接合部１２および左右の端部接合部１３，１４（
すなわち、端部接合部１１～１４の一部）と、中間接合部１５とを形成し、上端部が開口
した中間材９２を得る。接合部１２～１５の形成は、通常、周知の熱融着（ヒートシール
）技術により行われる。なお、接合部１２～１５は、１回の熱融着により同時に形成して
も良く、複数回の熱融着により順次形成しても良い。また、接合部１２～１５の形成は、
熱融着の他、超音波接合等の他の方法によって行うことも可能である。
【００３４】
　次いで、２枚のラミネートフィルム９１の間に、上側の端部接合部１１（すなわち、端
部接合部１１～１４の残部）に対応する位置にある開口部から液状体を注入し（図２（ｃ
））、その後、上側の端部接合部１１を形成することにより（図２（ｄ））、液状体パッ
ク１０が得られる。なお、上側の端部接合部１１の形成も、他の接合部１２～１５と同様
に行うことができる。
【００３５】
　上述のように、第１実施形態の液状体パック１０では、中間接合部１５は、上下の端部
接合部１１，１２に接続されていない。そのため、端部接合部１１，１２と中間接合部１
５との間の非接合部１６を通して、液状体パック１０に収容された液状体を左右方向に移
動させることができるので、注入された液状体の偏在を抑制し、液状体パック１０の左右
方向における全体の厚さを略均一にすることが容易となる。
【００３６】
　なお、図２の例では、中間材９２に液状体を注入した後に上側の端部接合部１１を形成
しているが、液状体の注入に先立って、上側の端部接合部１１の一部のみを形成し、上端
部において接合が行われていない開口部から液状体を注入するようにしても良い。具体的
にいえば、端部接合部１１を形成する際に、ラミネートフィルム９１の接合を逐次的に行
うものとしても良い。すなわち、端部接合部１１となる領域のうち幅方向で半分程度の領
域を接合した後に、未接合の開口部から液状体を注入し、注入の後に未接合の開口部を接
合することで液状体パック１０を得ることもできる。
【００３７】
　この場合においても、端部接合部１１，１２と中間接合部１５との間の非接合部１６を
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通して液状体を移動させることができるので、液状体パック１０における左右方向の全体
の厚さを略均一にすることができる。さらに、このようにすれば、幅の狭い開口部に液状
体を注入することができるので、液状体の注入がより容易となり、液状体パック１０の製
造がより簡単になる。
【００３８】
＜液状体パックの効果＞
　図３は、第１実施形態の液状体パック１０により実現される効果を説明する説明図であ
る。図３（ａ）は、既存の液状体パック７０の構成を示す分解斜視図である。なお、図３
（ａ）では、便宜上、液状体の図示を省略している。図３（ｂ）および図３（ｃ）は、そ
れぞれ、既存の液状体パック７０と第１実施形態の液状体パック１０とを立てて配置した
状態において、上下方向の中心線に沿った断面（図１（ａ）のＢ－Ｂ’断面に対応する）
の様子を示している。
【００３９】
　図３（ａ）に示すように、既存の液状体パック７０は、深絞りにより凹部７９が形成さ
れた凹型フィルム７１と、平面状フィルム７２とを有している。そして、凹型フィルム７
１に形成された凹部７９に液状体を注入して、凹型フィルム７１と平面状フィルム７２と
を重ね合わせ、これらのフィルム７１，７２の周縁部を接合することにより、液状体パッ
ク７０が形成される。
【００４０】
　この液状体パック７０を立てて配置すると、液状体ＬＱが重力により下方に引かれるの
で、図３（ｂ）に示すように、凹部７９の下端部が膨らむ。また、液状体ＬＱが凹型フィ
ルム７１に形成された凹部７９に収容されているので、液状体パック７０を凹型フィルム
７１側に倒すように働く力が液状体パック７０に加わり、液状体パック７０を立てて置く
際のバランスが崩れる。
【００４１】
　一方、第１実施形態の液状体パック１０では、中間接合部１５（図１参照）を設けるこ
とにより、液状体収容部１９の下端部の膨らみが抑制される。また、液状体ＬＱが収容さ
れている液状体収容部１９が下側の端部接合部１２の上方に位置するので、液状体パック
１０を立てて置く際のバランスの崩れを抑制することができる。
【００４２】
　このように、中間接合部１５は、液状体収容部１９の下端部の膨らみを抑制する機能を
有している。そのため、中間接合部１５は、その下端が液状体パック１０の上下方向の中
心より下方に位置するように形成するのが好ましい。また、膨らみの抑制機能の観点から
云えば、中間接合部１５の長さはより長い方が好ましいが、液状体ＬＱの流動性が低い場
合、中間接合部１５と上下の端部接合部１１，１２との距離が過度に短くなると、液状体
ＬＱの左右方向への移動が抑制される。中間接合部１５の長さおよび配置は、これらの点
を考慮して適宜設定される。
【００４３】
　以上で説明したように、第１実施形態によれば、中間接合部１５を設けることにより、
液状体収容部１９の下端部の膨らみが抑制されるので、液状体パック１０を立てて置いた
際の全体の厚さを略均一にすることができ、液状体パック１０の全体に亘って、液状体パ
ック１０が提供する機能をより確実に発現させることが可能となる。また、液状体パック
１０を立てて置く際のバランスの崩れが抑制されるので、液状体パック１０の使い勝手を
より良くすることができる。さらに、液状体パック１０は、深絞り等の工程を経ることな
く、平面状のラミネートフィルム９１（図２参照）を接合することにより製造することが
できるので、液状体パック１０をより簡便に製造することができる。
【００４４】
　また、第１実施形態では、中間接合部１５が上下方向に伸びるように形成されているの
で、中間接合部１５が形成されていない左右方向の大部分の領域で液状体収容部１９が上
下方向において連続している。そのため、飲料容器等の一方向に長い対象物に液状体パッ
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ク１０を取り付けて使用する際に、液状体パック１０が提供する機能をより有効に発現さ
せることができる。
【００４５】
　さらに、上述のように、ポリアミド層を２層以上含むラミネートフィルム等の強度の高
いラミネートフィルム９１を使用することにより、ラミネートフィルム９１により形成さ
れる液状体収容部１９の変形をより確実に抑制することができる。そのため、液状体収容
部１９の下端部の膨らみをより確実に抑制することが可能となる。
【００４６】
　なお、以上の説明では、液状体ＬＱを収容した液状体パック１０を本発明の実施形態と
して例示しているが、本発明は、液状体パック１０から液状体ＬＱを除いた状態の液状体
容器として捉えることも可能である。
【００４７】
＜第２実施形態＞
　図４は、第２実施形態としての液状体パック２０の構成を示す説明図であり、液状体パ
ック２０を正面から見た様子を示している。図４に示すように、第２実施形態の液状体パ
ック２０は、矩形形状の四辺に対応する端部接合部２１～２４が設けられている点と、上
下の端部接合部２１，２２の中間に２つの中間接合部２５が設けられて点とにおいて、第
１実施形態の液状体パック１０に共通する。一方、第２実施形態の液状体パック２０は、
中間接合部２５が下側の端部接合部２２に接続されている点で、第１実施形態の液状体パ
ック１０と異なっている。
【００４８】
　第２実施形態の液状体パック２０は、このように、中間接合部２５が下側の端部接合部
２２に接続されているため、液状体パック２０を立てて置いた際に液状体収容部の下端部
の膨らみがより確実に抑制される。この点において、第２実施形態は、第１実施形態より
も好ましい。
【００４９】
　一方、第２実施形態の液状体パック２０では、左右方向の液状体の移動が、中間接合部
２５と上側の端部接合部２１との間の非接合部２６のみを介して行われる。そのため、上
側の端部接合部２１の一部を形成した後に液状体を注入する際、あるいは、液状体パック
２０に液状体が収容された状態において、液状体の左右方向の移動が抑制される。この点
において、第１実施形態は、第２実施形態よりも好ましい。
【００５０】
＜第３実施形態＞
　図５は、第３実施形態としての液状体パック３０の構成を示す説明図である。図５（ａ
）は、液状体パック３０を正面から見た様子を示し、図５（ｂ）は、図５（ａ）の紙面に
垂直なＡ－Ａ’断面で液状体パック３０を切断した様子を示している。
【００５１】
　図５（ａ）に示すように、第３実施形態の液状体パック３０は、矩形形状の四辺に対応
する端部接合部３１～３４が設けられている点と、上下の端部接合部３１，３２の中間に
中間接合部３５が設けられて点とにおいて、第１実施形態および第２実施形態の液状体パ
ック１０，２０に共通する。一方、第３実施形態の液状体パック３０は、５つの中間接合
部３５が形成されている点と、中間接合部３５（中間接合部３５の上下方向の両端）が上
下の端部接合部３１，３２に接続されている点とで、第１実施形態あるいは第２実施形態
の液状体パック１０，２０と異なっている。
【００５２】
　上述のように、第３実施形態の液状体パック３０では、５つの中間接合部３５が形成さ
れているため、非接合部３６あるいは液状体収容部３９は、図５に示すように、左右方向
において６つに分断されている。このように、中間接合部３５の数を増やすことにより、
液状体パック３０を立てて置いた際の液状体収容部３９の下端部の膨らみがより確実に抑
制される。
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【００５３】
　さらに、第３実施形態では、図５（ｂ）に示すように、液状体ＬＱが収容された状態に
おいて、液状体収容部３９が略円柱状となっている。このように、液状体収容部３９を略
円柱状とすることにより、液状体収容部３９の変形に要する力が強くなり、液状体パック
３０を立てて置いた際の液状体収容部３９の下端部の膨らみをさらに確実に抑制すること
ができる。
【００５４】
　また、第３実施形態の液状体パック３０では、分断された液状体収容部３９は、互いに
隔絶されている。そのため、左右に隣接する液状体収容部３９間において、液状体ＬＱの
移動が阻止される。このように、左右方向の液状体ＬＱの移動が阻止されることより、液
状体パック３０をフィルムの積層方向に圧縮する力が不均一に加わった場合においても、
左右方向における液状体パック３０の全体の厚さを略均一に保つことができる。
【００５５】
　これらの点において、第３実施形態は、第１実施形態および第２実施形態よりも好まし
い。一方、第３実施形態の液状体パック３０は、その製造工程において、左右方向に分断
された液状体収容部３９のそれぞれに液状体ＬＱを注入する必要がある。そのため、液状
体を注入する工程が、第１実施形態や第２実施形態の液状体パック１０，２０より複雑に
なる。この点において、第１実施形態および第２実施形態は、第３実施形態よりも好まし
い。
【００５６】
＜変形例＞
　　本発明は上記各実施形態に限られるものではなく、その要旨を逸脱しない範囲におい
て種々の態様において実施することが可能であり、例えば、次のような変形も可能である
。
【００５７】
＜変形例１＞
　上記第１実施形態および第２実施形態では、中間接合部１５，２５の数を２としている
が、第３実施形態のように中間接合部の数を増やすことにより、液状体収容部１９，２９
の形状を略円柱状にすることができる。この場合、第１実施形態や第２実施形態のように
、中間接合部の上下方向の両端の少なくとも一方が端部接合部に接続されていない場合に
おいても、第３実施形態と同様に、液状体収容部の変形を抑制し、液状体パックを立てて
置いた際の液状体収容部の下端部の膨らみをさらに確実に抑制することができる。
【００５８】
＜変形例２＞
　上記各実施形態では、液状体パック１０，２０，３０を形成するためのフィルムの形状
を矩形形状とし、液状体容器あるいは液状体パック１０，２０，３０が全体として矩形形
状をなすようにしているが、フィルムの形状および液状体容器や液状体パックの全体の形
状は、種々変更することができる。これらの形状を適宜変更することにより、液状体パッ
クの形状を液状体パックが取り付けられる対象物の形状に合わせ、液状体パックによって
与えられる機能をより確実に発現させることができる。
【００５９】
＜変形例３＞
　上記第１実施形態では中間接合部１５を端部接合部１１，１２に接続せず、第２実施形
態では、中間接合部２５を一方の端部接合部２２のみに接続し、他方の端部接合部２１に
は接続していない。また、第３実施形態では、中間接合部３５を端部接合部３１，３２の
両方に接続している。しかしながら、端部接合部との接続態様が異なる中間接合部を混在
させることもできる。すなわち、中間接合部を複数設けたとき、両端の端部接合部に接続
された中間接合部や、一端の端部接合部のみに接続されていながら他端の端部接合部には
接続されていない中間接合部や、両端の端部接合部に接続されている中間接合部を混在さ
せることもできる。このように端部接合部との接続態様が異なる中間接合部の混在を可能
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とすることで、液状体を注入しやすい構成となるように任意にデザインすることができ、
液状体容器あるいは液状体パックの製造をより容易にすることができる。さらに、接続態
様が異なる中間接合部の混在を可能としたり、ラミネートフィルムの縦横比や中間接合部
の位置や縦横の配置を適宜設定することで、デザインの自由度を上げることもできる。
【産業上の利用可能性】
【００６０】
　本発明の液状体容器および液状体パックは、上述の通り優れた効果を奏するものである
から、保冷材や緩衝材としての機能を実現する液状体の容器、あるいは、保冷剤や緩衝材
として、好適に用いることができる。
【符号の説明】
【００６１】
　１０，２０，３０‥液状体パック
　１１～１４，２１～２４，３１～３４‥端部接合部
　１５，２５，３５‥中間接合部
　１６，２６，３６‥非接合部
　１９，２９，３９‥液状体収容部
　７０‥液状体パック
　７１‥凹型フィルム
　７２‥平面状フィルム
　７９‥凹部
　９１‥ラミネートフィルム
　９２‥中間材
　ＬＱ‥液状体

【図１】 【図２】
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